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答    申    書 
 

近畿日本鉄道株式会社からの鉄道及び軌道の旅客運賃の 
上限変更の認可申請について 

 
 

令４第○○○○号 
 
 
 令和４年４月２０日付け国鉄事第２９号をもって諮問された上記の事

案については、令和４年７月１４日大阪府において公聴会を開催し、審

議した結果、次のとおり答申する。 



 
 

主    文 
 

近畿日本鉄道株式会社からの申請に係る鉄道及び軌道事業の旅客運

賃の変更については、別紙に掲げる額を上限として認可することが適当

である。 
 

理    由 
 
１．申請者は、平成７年９月１日から、消費税に係る運賃改定を除き２

７年余にわたり、現行運賃を実施しているものである。近年、沿線の

人口減少等により輸送人員が平成３年度をピークに減少傾向にある

中で、人件費削減等の経営合理化や観光・ビジネス需要の取り込み等

に取り組んできたが、令和２年当初からの新型コロナウイルス感染症

の拡大に伴う緊急事態宣言の発出等により、外出自粛や通勤客のテレ

ワークへの移行等の行動様式の変容がみられ、乗降客数は大きく落ち

込んだ。令和元年度の収支率は９８．１％であったところ、令和２年

度には６９．１％に下落し、収益の悪化が著しい。沿線の人口減少等

に加え、行動様式の変容が一定程度定着し、需要の回復が見通せない

一方、必要な設備投資は引き続き実施する必要があり、鉄軌道事業の

経営の健全化を図りつつ、安全性・利便性の確保を図りたいとして、

旅客運賃の上限変更認可を申請したものである。 
 
２．国土交通大臣は、鉄道運送事業者及び軌道経営者からの旅客運賃の

上限の変更の認可にあたっては、鉄道事業法第１６条第２項、軌道法

第１１条第１項及び関係通達に基づき、当該旅客運賃の上限による総

収入が、能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えた

ものを超えないものであることを確認の上、鉄道事業法第１６条第１

項及び軌道法第１１条第１項の認可をするものとされている。 
 
３．当審議会は、本事案の審議にあたり、公聴会を開催し申請者の陳述

及び一般公述人の公述を聴取したほか、現地視察、当審議会に提出さ



 
 

れた資料、所管局から聴取した説明等に基づいて検討を行った。その

結果は、次のとおりである。 
平年度（原価計算期間）である令和５年度から令和７年度までの３

年間の収入算定の基礎となる現行運賃を維持した場合の総収入は合

計３８３，１５５百万円、適正な総括原価（能率的な経営の下におけ

る適正な原価に適正な利潤を加えたもの）は４６２，７２２百万円と

推定されるので、差引き７９，５６７百万円の不足を生ずるものと見

込まれる。 
これに対して、旅客運賃の上限を主文のとおり改定した場合、総収

入は４３０，０６８百万円、適正な総括原価は４６２，７２２百万円

と推定されるので、差引き３２，６５３百万円の不足を生ずるものと

見込まれる。 
 

４．令和２年当初からの新型コロナウイルス感染症の感染拡大を起因と

する消費者の行動様式の変容により、コロナ禍前の需要への回復は見

通せないとする申請者の需要見通しは、利用者を対象としたアンケー

ト調査（令和２年１０月）等を踏まえており、かつ所管局が別途実施

した外部委託調査結果の想定範囲内にあることを勘案すると、合理性

が認められる。他方、安全・安心投資を主体とした設備投資の継続を

前提とする原価を推定した結果、本件申請に係る旅客運賃の上限によ

る総収入が、能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加

えたものを超えないものであるので、本件申請は上記２．の認可基準

に適合するものと認められる。 
  したがって、鉄道事業法第１６条第１項及び軌道法第１１条第１項

に基づき、国土交通大臣が本件申請を認可することは適当であると認

める。 



 
 

要望事項 
 
 新型コロナウイルス感染症の影響は先行き不透明な状況が続いてお

り、近畿日本鉄道株式会社の鉄軌道事業における需要見通しは一定の合

理性が認められるものの、想定された旅客輸送量と実績が大きく乖離す

る可能性がある。このため、国土交通大臣は、本件申請の認可にあたり、

鉄道事業法第５４条第１項及び第２項並びに軌道法第２６条の趣旨に基

づき、期限に係る条件を付すことを検討されたい。 

また、付された期限までの間の近畿日本鉄道株式会社の経営実績につ

いて、実績が想定された収支率となっているかの検証結果及び計画され

た設備投資への取組状況について、毎年、当審議会に報告されたい。 

 



 
 

別紙 

すべての運賃は消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

 

１ 鉄道及び軌道の普通旅客運賃 

現行の運賃の上限を次のとおり変更する。 

 

３キロメートルまで１８０円、３キロメートルを超え６キロメート

ルまで２４０円、６キロメートルを超え１４キロメートルまでの部

分４キロメートルまでを増すごとに６０円加算、１４キロメートル

を超え１８キロメートルまで４３０円、１８キロメートルを超え２

２キロメートルまで４９０円、２２キロメートルを超え２６キロメ

ートルまで５３０円、２６キロメートルを超え３０キロメートルま

で５９０円、３０キロメートルを超え３５キロメートルまで６８０

円、３５キロメートルを超え４０キロメートルまで７６０円、４０

キロメートルを超え４５キロメートルまで８３０円、４５キロメー

トルを超え５０キロメートルまで９１０円、５０キロメートルを超

え５５キロメートルまで１，０００円、５５キロメートルを超え７

０キロメートルまでの部分５キロメートルまでを増すごとに７０

円加算、７０キロメートルを超え９０キロメートルまでの部分５キ

ロメートルまでを増すごとに８０円加算、９０キロメートルを超え

１００キロメートルまでの部分５キロメートルまでを増すごとに

７０円加算、１００キロメートルを超え１１０キロメートルまで１，

７４０円、１１０キロメートルを超え１２０キロメートルまで１，

８８０円、１２０キロメートルを超え１３０キロメートルまで２，

０４０円、１３０キロメートルを超え１４０キロメートルまで２，

１７０円、１４０キロメートルを超え１５０キロメートルまで２，

３１０円、１５０キロメートルを超え１６０キロメートルまで２，

４３０円、１６０キロメートルを超え１７０キロメートルまで２，

５６０円、１７０キロメートルを超え１９０キロメートルまでの部

分１０キロメートルまでを増すごとに１５０円加算、１９０キロメ

ートルを超え２００キロメートルまで３，０００円、２００キロメ



 
 

ートルを超え２１０キロメートルまで３，１３０円、２１０キロメ

ートルを超え２２０キロメートルまで３，２８０円、２２０キロメ

ートルを超え２３０キロメートルまで３，４１０円、２３０キロメ

ートルを超え２４０キロメートルまで３，５６０円、２４０キロメ

ートルを超え２５０キロメートルまで３，６９０円、２５０キロメ

ートルまでの設定とし、それを超える場合は２５０キロメートルと

同額とする。 

 

２ 鉄道及び軌道の定期旅客運賃 

  現行の運賃の上限を次のとおり変更する。 

 

イ 通勤定期旅客運賃（１か月） 

１キロメートルまで５，４４０円、１キロメートルを超え４キロメ

ートルまでの部分１キロメートルまでを増すごとに７６０円加算、

４キロメートルを超え８キロメートルまでの部分１キロメートル

までを増すごとに７００円加算、８キロメートルを超え１６キロメ

ートルまでの部分１キロメートルまでを増すごとに６３０円加算、

１６キロメートルを超え２２キロメートルまでの部分１キロメー

トルまでを増すごとに５７０円加算、２２キロメートルを超え２７

キロメートルまでの部分１キロメートルまでを増すごとに５１０

円加算、２７キロメートルを超え３２キロメートルまでの部分１キ

ロメートルまでを増すごとに３８０円加算、３２キロメートルを超

え３５キロメートルまでの部分１キロメートルまでを増すごとに

２５０円加算、３５キロメートルを超え３８キロメートルまでの部

分１キロメートルまでを増すごとに１９０円加算、３８キロメート

ルを超え４１キロメートルまでの部分１キロメートルまでを増す

ごとに１３０円加算、４１キロメートルを超え５８キロメートルま

での部分１キロメートルまでを増すごとに１００円加算、５８キロ

メートルを超え１００キロメートルまでの部分１キロメートルま

でを増すごとに９０円加算、１００キロメートルを超え２５０キロ

メートルまでの部分５キロメートルまでを増すごとに１，４９０円



 
 

加算、２５０キロメートルまでの設定とし、それを超える場合は２

５０キロメートルと同額とする。 

 

ロ 通学定期旅客運賃（１か月） 

１キロメートルまで１，８６０円、１キロメートルを超え４キロメ

ートルまでの部分１キロメートルまでを増すごとに４７０円加算、

４キロメートルを超え７キロメートルまでの部分１キロメートル

までを増すごとに３５０円加算、７キロメートルを超え９キロメー

トルまでの部分１キロメートルまでを増すごとに２３０円加算、９

キロメートルを超え１１キロメートルまでの部分１キロメートル

までを増すごとに１２０円加算、１１キロメートルを超え１７キロ

メートルまでの部分１キロメートルまでを増すごとに６０円加算、

１７キロメートルを超え１９キロメートルまでの部分１キロメー

トルまでを増すごとに４０円加算、１９キロメートルを超え３０キ

ロメートルまでの部分１キロメートルまでを増すごとに２０円加

算、３０キロメートルを超え３５キロメートルまで５，７００円、

３５キロメートルを超え１００キロメートルまでの部分５キロメ

ートルまでを増すごとに１１０円加算、１００キロメートルを超え

２５０キロメートルまでの部分５キロメートルまでを増すごとに

３４０円加算、２５０キロメートルまでの設定とし、それを超える

場合は２５０キロメートルと同額とする。 


